
1 

 

九州医師会連合会 令和６年度第１回各種協議会 

地域医療対策協議会（報告書） 

 

日時：令和６年 10月５日（土）16:00～18:00 

場所：ホテル日航熊本 ５階 阿蘇 

熊本市中央区上通町２－１  

参加者：稲田副会長、大屋常任理事、比嘉理事、稲冨理事、出口理事、銘苅理事 

（事務局）徳村、新垣 

 

１．開会 

 熊本県医師会の江上理事より開会が宣言された。 

 

２．挨拶 

 開催県を代表して、熊本県医師会の坂本副会長より挨拶が述べられた後、日本医師会の坂

本常任理事並びに濱口常任理事より挨拶が述べられた。 

 

３．協議 

（１）医師会立看護学校の運営継続に向けた取組みへの支援について（福岡県） 

＜提案要旨＞ 

近年、医師会立看護師等養成所（以下、「養成所」）の多くでは、少子化や職業の多様化

などによる入学希望者の減少と定員割れにより厳しい運営が続いており、存続の危機に

直面している。 

現在、本県においては16の医師会が養成所を運営しているが（准看護師課程13、２年課

程６、３年課程４）、殆どの養成所で数年にわたり定員割れが続き、財政難や教員確保の

困難などを原因に、既に閉校あるいは数年内の閉校を決定した養成所（６施設）があり、

近い将来の閉校を検討している養成所も少なくない。 

医師会が運営する養成所の減少や消滅は、地域の看護職員を育成し確保していくとい

う医師会の重要な役割を果たすことが困難になり、結果として地域の医療・介護体制が維

持できなくなることが危惧される。 

また、養成所には、地域における看護の担い手を育成することと同時に、地域の一般社

会人へセカンドキャリアの入り口を提供するという責務もあり、現状のままでは地域医

療だけでなく地域社会の多くの分野にまで悪影響を及ぼすことになる。 

さらには、医師会一般会計からの養成所への財政支援の規模によっては医師会そのも

のの運営に重大な困難をもたらすことにもなることも想定されている。 

本会では、養成所への支援の一環として、平成26年より篤志家の寄付を原資とする「江

口姉妹基金」を設立し、県内の養成所に在学する准看護師志望者へ毎年奨学金を授与して
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いる。さらに、本年４月から「福岡県外国人看護師候補者資格取得支援事業費補助金」を

活用し「医師会立看護師等養成施設（准看護師）を活用した外国人看護職員の養成事業」

（令和６年４月にインドネシアから４名、ミャンマーから３名入学）を実施している。 

その他、養成所の教員を対象とした研修会の開催、ICTを活用した県内複数校での授業

の共有化による運営の合理化、社会人及び若年層を対象に看護職の魅力を伝えることを

目的としたチラシを作成し、ハローワークや県内の小中学校等へ配布を実施するととも

に新聞各社等に定例記者会見での情報発信を行ったところである。 

今後は、日医が示した「医療関係者検討委員会報告書」に基づき、養成所のサテライト

構想の実施についても検討することとしているが、本来、看護職員の養成・確保は、医師

会あるいは医療機関だけでなく、県行政が主体的に行うべき事業であるため、福岡県行政

に対して既存の看護師等修学資金のさらなる拡充について要望したところである。 

そこで、各県には、養成所の運営継続に向けた医師会の取組み並びに県行政に向けた支援

要請等、どのような対応を実施あるいは計画しているのかお伺いしたい。また、日医には、

養成所の運営の改善に向けた学校改革の具体的取組み、さらには養成所の維持及び存続の

ための方策について継続的に情報発信をお願いする。 

 

＜九州各県回答＞ 

九州各県の医師会立看護師養成所は、少子化や若者の都市部流出により定員割れが続き、

厳しい運営状況に直面している。鹿児島県では市外学生への家賃補助や「学生確保推進室」

設置などで入学者数が増加。佐賀県や宮崎県では、閉校や課程の廃止が進行中で、各県とも

運営補助金の増額を要望。沖縄県は補助金を支給しつつ、関係機関との意見交換を計画。長

崎県や熊本県はサテライト授業や外国人留学生の受け入れを検討しているが、統合やカリ

キュラム調整には課題が残っている。 

 

【日医坂本常任理事コメント】 

昨夜、皆様のご意見を確認させていただき、看護職員確保や財政問題、ランニングカリキ

ュラムの時間調整、社会人や外国人への対応、補助金の増額など多くの課題があることを改

めて認識した。 

福岡県医師会のご指摘の通り、定員割れにより学校運営が厳しい状況である。 

福岡県では、奨学金や医療コストの削減、広報活動、留学生支援などの施策が実施されて

おり、鹿児島県や佐賀県のふるさと納税の取り組みも参考になる。日医の医療関係者検討委

員会が提案した授業の共有化やサテライト施設について、各県でご検討いただき、一部試行

が進んでいることに感謝する。しかし、授業時間の調整やカリキュラム、基金の造成は難し

い問題となっている。サテライト構想は厚生労働省でも実施可能とされているが、運営主体

が一つになることで補助金が一本化されることがネックとなる。 

補助金に関しては、厚労省から都道府県がサテライト施設に補助単価を設定する提案が
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あり、実施の際には県医師会からの働きかけが必要である。授業の共有化やサテライト化が

難しい場合、時間にとらわれない eラーニングの活用も提案されている。現在、看護大学で

は eラーニングが単位として認められているが、養成所では通信制の２年課程のみである。

香川県からは、eラーニングによる学習効果の懸念もあるが、適切なシステムの利用で学習

効果の向上や講師の負担軽減が期待される。DX の活用を進め、看護養成所の継続を支える

べきである。 

熊本県医師会からは外国人准看護師の在留期間制限の撤廃要望があり、福岡県からも同

様の意見が寄せられている。今後も厚労省と連携し、地域の好事例を共有しつつ、行政運営

の継続に努めていく。 

 

（２）医師の働き方改革と地域医療への影響について（鹿児島県） 

＜提案要旨＞ 

医師の時間外労働の上限規制が令和６年４月からスタートし、約３か月が経過した。 

本県では一つの郡市医師会において、大学病院からの医師派遣の医療機関の集約化に

より、病院群輪番制に影響が出たとの情報を得ている。 

本会では、郡市医師会を対象に、医師の働き方改革による初期・第二次救急医療体制の

影響について調査を実施し、その影響を把握し、大学病院等の関係者へ現状を伝え、理解

と協力を求めたいと考えている。結果については、本協議会当日に報告する。 

各県における現状と課題と、対策を講じていることがあればご教示いただきたい。 

 

＜九州各県回答＞ 

九州各県では、医師の働き方改革に伴い救急医療提供体制への影響が調査され、主に派遣

医師の減少や勤務条件の制約が課題となっている。福岡県では医療機関の大部分が体制維

持を図る一方で、一部施設で縮小や中止が報告されている。佐賀県や宮崎県では、外科や産

婦人科医師の不足による影響が懸念され、大分県や長崎県では勤務時間の短縮により多職

種への影響が指摘されている。熊本県では救急体制に大きな影響は出ていないものの、宿日

直許可取得に苦労する事例が見られる。 

 

【日医坂本常任理事コメント】 

医師の働き方改革は、医師の健康を守ると同時に、地域医療体制の確保や質の高い医療を

維持・向上するというバランスを取る点で難しい課題である。改革の進行過程では、さまざ

まな具体的な問題が顕在化することが予想されるが、新制度の開始によって勤務環境が急

激に変わるわけではない。各医療機関が医療提供体制に大きなひずみが生じないよう、段階

的に時間圧縮計画を策定し、無理のない範囲で確実に改革を進めることが重要である。医療

機関の管理者や勤務医、職員がこの考えを共有できれば、大きな混乱を避けつつ前進できる

と考える。 
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今回、各医師会からは、医師派遣の引き上げや病院群輪番体制への影響、医師の時間外労

働の算出方法、国民に対する医療のかかり方の啓発、複数主治医制度についての提案があっ

た。日本医師会は、４月の制度開始後、医師の働き方改革が地域医療に与える影響について

調査を実施し、８月から９月にかけて結果を集計している。調査対象は全国の病院および有

床診療所であり、昨年度の制度改修前の調査結果と比較される。 

調査では、特に救急医療体制の縮小や手術件数の減少、外来診療体制の縮小が懸念されて

いる。また、長崎県医師会からは、自己研鑽に関するルールの明文化や医療機関全体への周

知が重要であるとの意見が出ている。医師の労働時間短縮に向けて、医療機関への支援が必

要であり、医療機関勤務環境改善支援センターの活用も求められている。 

さらに、女性医師の割合や、その労働環境に関する課題も指摘されており、特に東京圏で

の女性医師の増加が課題となっている。福岡県では休日勤務の継続に関する議論も進んで

おり、引き続き人事院勧告を基に対応を進めていく方針である。 

 

【日医濱口常任理事コメント】 

日本医師会は、医師の働き方改革について重要な議論を進めている。現在、特例水準対象

機関として 450ほどの施設が登録されているが、新たな申請は少なく、現状は大きく変わっ

ていない。医師の働き方改革においては、宿日直許可や兼業不要の問題、自己研鑽が重要な

課題となっている。これらの課題について、厳格に対応しすぎると現行の医療体制を維持す

ることが難しくなるため、柔軟な対応が必要である。特に、経営状況に関しては、管理者が

細かい時間管理を報告するのではなく、柔軟な申告制度が望ましいとされている。 

宿日直許可に関しては、医師が宿直業務を柔軟に続けられる形を維持することが求めら

れている。また、自己研鑽に関しては、医療機関内で十分な話し合いが行われていない場合

にトラブルが発生することがあり、現場での合意形成が重要である。特に若い医師は様々な

考えを持っており、現場での十分な対話が必要である。 

現在、医師の働き方に関するアンケート調査が進行中で、速報では救急医療や外来診療で

の変化が見られ、管理者の負担増が最も大きな課題とされている。今後、特定労務管理審議

のフレームワークを深め、医師会としてどのように進めていくか、皆さんの意見を反映させ

ながら進めることが重要である。 

医師の健康管理、地域医療の維持、そして医療の質を落とさないことは大前提であり、こ

れらを基本に議論を進め、女性医師の意見も含めた協議が必要と考える。 

 

（３）各県における「警察活動協力医会」の活動状況等について（佐賀県） 

＜提案要旨＞ 

本邦における死因究明については、超高齢社会での死亡者数の増加による社会的要請、

大規模災害発生時の検案、身元確認の必要性等、重要な公益性を有しているものの、検案

を担う医師等の人材確保や体制整備等、課題が山積している。 
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日医においては、医師会主導により検視の立会、検案等を行う医師の全国組織を構築す

るため、各都道府県医師会に対し、警察活動に協力する医師の部会（警察活動協力医会）

の設置が依頼されてきた。そして、それらの部会の集合体という位置づけで「都道府県医

師会『警察活動協力医会』」が設けられているところである。 

本県においては、従前より警察医会は設置されておらず、平成26年に会内委員会として、

各郡市医師会担当理事、法医学教室医師、大学病院ＡＩ専門医、基幹病院救急担当医師、

県警、県行政を委員とした「佐賀県医師会警察活動協力医師委員会」を設置している。検

案嘱託医については、各警察署が別途郡市医師会に相談、協議の上選任されており、リス

トは県警で管理されているところである。県医師会としては、検案に係る報酬の見直しを

県警に対して申し入れたほか、令和５年度より、県警の科学捜査研究会主催の研修会につ

いて、医師会員への案内を行い、検案嘱託医の拡大への協力に努めている。 

また、県行政では、死因究明等推進基本法第30条に基づく「佐賀県死因究明等推進協議

会」が設置され、関係団体との情報共有、施策の検討が行われており、本会からも担当理

事が参画しているところである。 

しかしながら、本県では検案嘱託医を中心とした組織化が行われておらず、活動が限定的

となっていることから、九州各県の警察活動協力医会の組織概要、活動内容、他団体との協

力体制及び課題等についてご教示いただきたい。また、日医より今後の展望についてもお聞

かせいただきたい。 

 

＜九州各県回答＞ 

九州各県では、警察医の確保や検案業務の充実を図るために様々な取り組みが行われて

いる。福岡県は警察医会と連携し、検案医の負担軽減や新規確保を進め、毎年研修会を開催

している。鹿児島県は警察嘱託医の連携強化と研修会を開催し、死因究明協議会で課題を共

有。宮崎県も警察協力医が検視に参加し、死因究明協議会で課題解決を図っている。沖縄県

や大分県はそれぞれ警察医部会を設置し、研修会や協議会を通じて医師の資質向上と後継

者育成に努めている。長崎県、熊本県も警察嘱託医の高齢化と後継者不足に課題を抱えつつ、

研修会や部会を通じて警察医の協力体制強化を進めている。 

 

【日医坂本常任理事コメント】 

ご指摘の通り、大学における高齢化や大規模災害時の人材確保リストの共有は重要な懸

案事項である。特に各都道府県における謝金の処遇の違いが大きな課題となっている。例

えば、兵庫県では謝金がない一方で、他の県では金額にバラツキがあるなど、処遇改善が

必要である。また、若い世代の育成についても重要なテーマであり、山下先生からの「若

い人に興味を持ってもらうことが重要」という意見も含め、これを大事な課題として持ち

帰りたいと考えている。 

平成 26年に日本医師会は「警察活動協力医会」を全国組織として設立し、47都道府県中
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40 件ほどがこの部会を設置しています。これまで各都道府県警察医会などが歴史的に活動

を続けており、名称の変更は必要ないとの結論に至っている。今年度は特に、県ごとの懸案

事項や大規模災害時の警察との連携体制構築、派遣体制の整備に重点を置いている。 

今日伺った多くの課題はしっかりと持ち帰り、担当理事に報告する予定である。特に若い

世代の育成は非常に重要な問題であり、今後も引き続き議論していく必要があると考える。 

 

（４）特定健診・保健指導の実施率向上について各県の取り組みについて（宮崎県） 

＜提案要旨＞ 

特定健診を受診することで、生活習慣病に関連する検査値を把握して、自ら生活習慣病

予防を意識することができる。また、医療保険者が検査データを取得・蓄積することによ

り、経年的な検査値の変化を把握して、かかりつけ医（医療機関）及び医療保険者が生活

習慣の改善を行うこともできる。 

厚生労働省では、健康寿命の延伸や生活習慣病等による医療費増加の抑制のために、特

定健診受診率の目標値を定めており、市町村国保の受診率目標値は60％となっているが、

受診率は低迷し各自治体は、頭を悩ませている。 

各県において医師会独自、または自治体と共同して行っている取組や実際に受診率が

改善した取組の事例などあれば、ご教示いただきたい。 

 

＜九州各県回答＞ 

九州各県では、特定健診受診率の向上に向けて様々な取り組みが行われているが、多くの

地域で受診率が低迷している。福岡県では、医療機関や保険者と連携し、啓発キャンペーン

や「私のため、家族のための健診・健診ハンドブック」の作成を通じて受診率向上に努めて

いる。鹿児島県や佐賀県でも啓発活動が行われているものの、効果的な事例が少なく、特定

健診受診率の向上に苦慮している。沖縄県では「トライアングル事業」を実施し、通院中の

患者の検査結果を活用するなどの取り組みが行っている。長崎県、熊本県、大分県では、医

療機関や行政との連携や、Web広告、ICTの活用、インセンティブ提供など多様な施策を導

入し、特定健診の受診率向上を目指している。 

 

【日医坂本常任理事コメント】 

特定健診・特定保健指導に関して、2022年の最新報告では、受診率は全体で 58.1%、市町

村国保に限ると 37.5%となっている。該当者の減少率は 2008年と比べて 16.1%減少したが、

国の目標である受診率 70%、特定保健指導実施率 45%には達しておらず、まだ道半ばとなっ

ている。宮崎県からの提案にある健康寿命延伸の課題解決には、意識改革が不可欠であり、

各地域が独自の事情に合わせた取り組みを進める必要がある。 

日本医師会は 2008年の制度開始当初から、特定健診・特定保健指導の有用性や成果を正

確に分析し、国に対して改善を求めてきた。厚生労働省の検討会でも、これらの制度が国民
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の健康課題解決に貢献していると評価されているが、さらなる努力が必要と考える。 

佐賀県からは、かかりつけ医の積極的な関与を求める提案があり、沖縄、熊本、長崎、大

分ではすでに進展が見られている。かかりつけ医が患者の採血データを把握し、特定保健指

導と連携することが重要である。特定保健指導が患者の状況と合わない場合もあるため、慎

重な対応が求められる。厚生労働省からは、みなし健診が混合診療にならないとの確約が取

られているので、引き続き皆さんのご理解と協力をお願いしたい。 

 

（５）新型コロナ患者の入院に関する特例措置の必要性について（大分県） 

＜提案要旨＞ 

この夏、新型コロナウイルス感染症は第11波と言われる流行が起こり、本県においても

大きな流行となった。昨年5月に5類へ移行後、行政によるコロナ入院患者の掌握が行われ

なくなり、またG-MISの入力も正確に行われなくなったことから 

本県における新型コロナの入院患者の動態が詳細に把握できなくなっている。 

2024年度診療報酬改定で急性期一般入院料の「重症度、医療・看護必要度」が厳格化の

方向で見直しが行われた。新型コロナの入院患者は「重症度、医療・看護必要度」を満た

さないことが多く、その入院が増えると該当患者の割合が低くなり施設基準を満たせな

くなることが想定される。多くの患者は急性期病院に入院することになるが、入院の可否

は医療機関の判断に委ねられるため、そのような影響から新型コロナ患者の入院を忌避

する病院も出かねない。 

建前は全ての医療機関において新型コロナ患者の診療を行うということになっている

が、実際はいまだに偏りがあるのが事実である。しかしながら、コロナ患者の急性期治

療を行う急性期病院において、上記のような理由で入院ができないような状態は避けな

ければならない。そのためには入院受入医療機関における重症度、医療・看護必要度に

関する特例措置が必要ではないかと考える。 

各県、並びに日医の見解を伺いたい。 

 

＜九州各県回答＞ 

九州各県では、2024年夏の新型コロナ感染症拡大に対し、病院負担が集中する問題や「重

症度、医療・看護必要度」基準の緩和が求められている。福岡県では、幅広い医療機関での

対応を目指し、感染症入院の診療報酬見直しが必要と考えている。鹿児島県では診療報酬の

影響で入院受入が困難となる懸念がある。佐賀県と宮崎県では軽症患者が多く、特例措置を

求めている。長崎県では対応経験により大きな混乱はなかったが、医療介護施設での感染拡

大が見られた。熊本県は柔軟な診療報酬対応を求めている。 

 

【日医坂本常任理事コメント】 

今回、特定感染症入院医療管理加算や急性期一般入院料の問題について、重症度が高い患
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者を受け入れると病院側が不利になるという指摘があった。厚生労働省としても、この問題

は理解しており、中医協でも議論されたが、合意には至らず、現状では基準の緩和は難しい

状況となっている。ただし、今後の検討課題として、中医協の検証調査などに基づき見直し

が行われる可能性がある。感染症患者受け入れのためのインセンティブを強化するため、次

回改定時に議論が行われることが考えられる。 

また、ウイルス感染によるクラスター発生で医療機関の負担が増大する問題については、

チーム医療報酬よりも補助金による対応が適切であるとの意見もある。これに関しても、引

き続き協議を進めていく方針である。特に高齢者や認知症患者に対しては個室が必要とな

るなどの課題もあり、今後の検討事項として持ち帰ることとなった。 

さらに、地域住民への情報提供や免疫に関する対応も重要視されており、特に若い世代や

介護医療関係者へのワクチン接種については、さらなる周知と対応が必要であるとの認識

が示された。これらの点については、医師会を含めて今後も検討を進めていきたい。 

 

（６）医療事故調査制度の最近の動向について（長崎県） 

＜提案要旨＞ 

医療事故調査制度が開始され、９年が経過し本制度の内容が医療関係者のみでなく、多

くの人々に周知されるようになってきた。最近、院内事故調査委員会の開催を、遺族ある

いは遺族代理の弁護士から求められることや、事例によっては医療施設側の弁護士から

求められることにより、院内事故調査委員会が設置される事案が数件発生した。これらの

背景には、本制度の目的が医療の安全を確保するために医療事故の再発防止を行うこと

であり、責任追及を目的としたものではないという、本来の趣旨と異なり、医療紛争解決

の一つの手段あるいは道具として用いられていることがあるのではないかと危惧される。 

被害者側から要求される場合、確かに原因と再発防止を主旨として要求されることが

多いが、加えて事案内容をホームページなどで公表や、マスコミへ公表することを要求さ

れたりする事案もあった。どう考えても対象とならないような偶発的事象に対しペイシ

ェントハラスメント的な内容で、院内事故調査委員会を開催させられた事案もある。 

医療側からの場合、刑事告発を避ける目的や、医師法21条に基づく警察への届け出がな

された場合、送致や起訴を避けるために院内事故調査委員会を開催の上、報告書を作成す

る事例など経験している。医療側弁護士からの場合には、医療関係者を刑事被告人としな

いことを目的としており、本制度が医療事故や過誤の対象者を刑事事件の被告にしない

という点では、責任追及を目的としないことと一致している側面もあると考えられる。そ

れぞれの事案には、個々の事情や背景があることは事実であるが、本来の主旨とやや異な

る要求や要素が、事故調査報告書に求められることに関する各県の経験や考えを伺いた

い。 

また、愛知県医療事故調査等支援団体等連絡協議会が主催し、本年３月に開催された

「医療事故調査制度と情報公開のあり方に関する公開討論会」で議論されたような報告
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書の開示に関する考え方や、報告書に対するSNSでの中傷などの経験、その予防策や対策

も含めて、各県医師会の考え方や日医の見解を伺いたい。 

 

＜九州各県回答＞ 

九州各県では、医療事故の再発防止と医療安全確保を目的とし、調査が進められている。

福岡県では、遺族の疑問解消に重きを置き、丁寧な調査報告書の作成が評価されており、報

告書の不満もほとんど確認されていない。鹿児島県では、法曹界での制度の理解不足が課題

とされ、宮崎県では報告書が訴訟に利用された事例がある。佐賀県では報告書の丁寧な作成

が遺族から感謝されているが、納得できない事例も一部見られる。大分県や熊本県でも、報

告書の内容が裁判で使用される懸念があり、表現に慎重を期す必要性が強調されている。 

 

【日医坂本常任理事コメント】 

医療事故調査制度については、院内調査が責任追及を目的とするものではなく、関係者や

遺族に寄り添うことが重要である。本年６月に医療安全対策委員会から発表された「院内調

査の要点 2024」を参考にしつつ、この制度の理解を医療関係者に広めていくことが課題と

なっている。特に、制度創設から 10年を迎えるにあたり、基本的な情報の確認や周知、正

しい理解の深化が必要である。また、警察への届け出や法的な手続きについても、医師会内

での周知を進めていきたい。 

制度において最も重要なのは、遺族への説明を十分に行うことであり、調査結果の説明を

丁寧に行う必要がある。また、医療事故に関与した医療者が新たな被害者となることを防ぐ

ことも大切である。さらに、SNS 上での医療者に対する誹謗中傷は許されないものであり、

その対策として相談機能の整備を進めている。 

医療事故調査制度の運用において、表現の難しさや報告内容の簡略化についても課題が

指摘されている。これらの点について、警察への届け出の手続きも含め、再度検討を進める

予定である。今後、関係者と協力しながら制度の改善に努めていきたい。 

 

【日医濱口常任理事コメント】 

医療事故に関する報告書の作成においては、訴訟を制限する規定は存在しないため、報告

書が訴訟に利用される可能性は否定できない。しかし、報告書の目的は、個人を責めるもの

ではなく、医療システム全体から発生した事故として事実を重視する形で書かれるべきで

ある。事実を正確に伝えることが大切であり、報告書作成において萎縮して文章を書くこと

は避けなければならない。 

医療者と遺族の信頼関係の中で、丁寧な説明を繰り返すことが最も重要である。橋本氏や

坂本氏の発言にもあったように、事故後の対応では、信頼を築くために誠実なコミュニケー

ションが必要不可欠である。今回のご意見を受け、医療安全を担当する委員会にて、藤原常

任理事を中心に十分な検討を行い、会員に適切な形で報告する予定である。 
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今後も、医療事故に対する正確な対応と報告の透明性を保つために、慎重な議論を重ねて

いくことが大切と考える。 

 

（７）自治体・医療機関等をつなぐ情報連携システム（Public Medical Hub：PMH）への対

応について（熊本県） 

＜提案要旨＞ 

オンライン資格確認が義務化になり、一部の免除された医療機関を除いては、マイナンバ

ーカードを利用して、保険証資格確認が可能となり、デジタル庁や子ども家庭庁より医療費

助成分野、予防接種・母子保健分野に対しても DX化を進めている。 

ご承知の通り、オンライン資格確認のためのカードリーダーや端末を設置するにあたり、

導入費用をはじめ、電子カルテやレセプトコンピューターの改修が必要となり補助金だけ

では足りず、医療機関の負担となったことは少なくない。 

また、電子処方箋や電子カルテ情報共有サービスにおいても、施設基準を満たすために電

子カルテやレセプトコンピューターの改修が必要となるが、ベンダーに見積をとっても国

の補助金だけではとても足りず診療報酬の DX加算では採算が取れない医療機関もあると聞

いている。 

現在、各自治体においては、令和 8年度に向けてシステム改修を進めており、妊婦健診や

予防接種についても紙の受診券を廃止し、マイナンバーカードを利用して DX化を進めるこ

ととしているが、各医療機関においても電子カルテやレセプトコンピューターの改修が必

要となり、マイナンバーカードの利用率が 7 月末で約 11％とあっては医療機関において、

患者さんの受診券が発行されているか否か自治体に確認する作業が増えることが懸念され

る。 

費用面においても、補助金全額補助ではないため、各医療機関のシステムによっては

かなりの負担が伴うことも予想している。 

各県において医師会独自、または自治体と共同して行っている取組や事例などあれば

ご教示いただきたい。 

最後に、日医の見解もお聞きしたい。 

 

＜九州各県回答＞ 

九州各県では、医療 DXの進展や PMHの取り組みに地域差が見られる。福岡県では独自の

事例はなく、DX 化は進んでいない一方、佐賀県では一部公費医療費助成分野で PMH を活用

中となっている。鹿児島県や宮崎県は PMHや電子処方箋導入への取り組みが遅れており、補

助制度の強化を要望している。大分県では介護認定事業と医療 DXの連携が進む一方で、導

入の経済的負担が懸念されている。沖縄県ではマイナ保険証の利用率が低く、DX 推進への

課題が多い状況である。全体として、DX 推進には補助金の充実や患者啓発が求められてい

る。 
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【日医坂本常任理事コメント】 

日本医師会が目指す医療 DX（デジタルトランスフォーメーション）は、適正な情報連携

や業務効率化を推進し、国民に安全で質の高い医療を提供すると同時に、現場の負担を軽減

することを目指している。医療現場の負担が減少することで、本質的な業務に集中できる環

境が整い、国民へのより良い還元につながると考えている。 

国が推進するオンライン診療や医療 DXに協力してきたが、推進には留意すべき点もある。

スピード感を重視することは必要だが、それが医療提供体制に混乱や支障をきたさないよ

うにしなければならない。また、日本が誇る国民皆保険制度のもと、誰一人として取り残さ

れることがあってはならないという大前提も忘れてはならない。 

PMH（Public Medical Hub）などの活用によって、医療機関や自治体、保健所、介護事業

者との情報共有が効率的に行われ、申請書類や保険手続きの簡便化が図られることが期待

されている。しかし、接続先が増えるたびに手順の違いや改修費用が発生するようでは普及

は困難である。医療 DXの普及には、強制的な導入ではなく、医療機関が自発的に利用した

くなるようなメリットやインセンティブを提示することが重要である。 

引き続き、医療 DXの推進に向けた働きかけを行い、皆様の協力をお願い申し上げる。 

 

【日医濱口常任理事コメント】 

現在、診療手帳の電子化について議論が進んでいる。紙ベースから電子化への移行に関し

ては、個人情報保護や情報管理などの課題が話し合われている。特に、個人情報の取り扱い

については、所有権や情報の管理が重要な論点である。例えば、子供が大人になった際、そ

の個人情報が誰に属するのか、またどのように管理・決定するのかが問題となる。 

情報の共有は重要ですが、無闇に情報を拡散することは避けるべきである。情報の一元化

は有益ではあるものの、個人情報の適切な管理が必須となる。そのため、情報の保護を含め

た慎重な対応が求められる。 

また、診療手帳の電子化や情報の一元化には、多くの課題が伴っていることは明らかであ

る。医療 DXの推進においても、各検討委員会でこれらの問題を慎重に検討している。 

 

４．閉会 

 熊本県医師会の江上理事より閉会が宣言された。 


